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電気事業法に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等の一部を改正する訓令新旧対照表 

○電気事業法に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等（平成１２・０５・２９資第１６号） 

（傍線部分は改正部分） 

改正後 改正前 

別添３ 電気事業法第２８条の１５の規定による広域的運営推進機関

の設立の認可の基準について 

２．業務規程に記載されている内容について、業務の運営が公正かつ

適正に行われることが確実であると認められることの基準 

（１）～（１２） （略） 

（１３）第２８条の４０第１項第９号に掲げる業務に関する事項とし

て、第２７条の３の３第１項に規定する認定一般送配電事業者又は

第２７条の１１の７第２項に規定する認定送電事業者に対し、第２

７条の３の３第２項（第２７条の１１の７第２項において準用する

場合を含む。）に規定する基幹送変電設備整備等計画に基づく基幹

送変電設備の整備又は更新に必要な資金を貸し付ける旨が記載され

ていること。 

（１４）第２８条の４０第１項第１０号に掲げる業務に関する事項と

して、第２７条の２９の８第１項に規定する認定大規模発電事業者

に対し、認定発電等用電気工作物整備等計画に基づく発電等用電気

工作物の整備又は更新に必要な資金を貸し付ける旨が記載されてい

ること。 

（１５）～（２４） （略） 

別添３ 電気事業法第２８条の１５の規定による広域的運営推進機関

の設立の認可の基準について 

２．業務規程に記載されている内容について、業務の運営が公正かつ

適正に行われることが確実であると認められることの基準 

（１）～（１２） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（１３）～（２２） （略） 

 


